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１. 15年 9月中間期の連結業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）
(1)連結経営成績 （注）金額は百万円未満を切り捨て

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期 25,572 △ 22.7 △ 73 - △ 654 -
14年 9月中間期 33,092 8.3 △ 59 - △ 345 -
15年 3月期 77,992 1,020 334

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

15年 9月中間期 △ 1,221 - △ 17.73 -
14年 9月中間期 △ 696 - △ 10.10 -
15年 3月期 △ 1,058 △ 15.35 -
(注)①持分法投資損益            15年 9月中間期       -    百万円  14年 9月中間期       -    百万円  15年 3月期       -    百万円
     ②期中平均株式数（連結）　15年 9月中間期    68,927,197 株　14年 9月中間期    68,982,877 株　15年 3月期    68,970,555 株
     ③会計処理の方法の変更　　 無
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年 9月中間期 66,227 6,298 9.5 91.38
14年 9月中間期 74,578 8,082 10.8 117.17
15年 3月期 70,571 7,632 10.8 110.69
(注)期末発行済株式数（連結）　15年 9月中間期    68,920,376 株　14年 9月中間期    68,977,356 株　15年 3月期    68,948,467 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

15年 9月中間期 474 △ 147 △ 524 6,992
14年 9月中間期 1,213 △ 626 △ 153 7,570
15年 3月期 1,712 △ 750 △ 624 7,502

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  １７社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　   -  　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）　 　 １ 社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 16年 3月期の連結業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
　

百万円 百万円 百万円

通　　期 59,000 △ 200 △ 2,700
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  △ 39 円 18 銭 

キャッシュ・フロー

売    上    高 営  業　利　益 経　常　利　益

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間

 ( 当 期 ） 純 利 益

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期）純利益

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による

    な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の３～７ページ
    をご参照下さい。

期　 末 　残 　高キャッシュ・フロー

※上記の予想は、本資料の発表時現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々
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１．企業集団の状況

当社グループは、株式会社ナカノコーポレーション、国内子会社８社及び在外子会社９社により構成され

ており、建設事業及び不動産事業を主な内容として事業活動を展開している。国内及び東南アジアでは総合

建設業を、国内及び北米・オセアニアなどでは不動産事業を主として営んでいる。

当社グループの事業に係る位置付け及びその事業別セグメントの概要は次の通りである。

区 分 会 社 名 国 名 事 業 内 容

建 設 事 業 (株)ダイトーエンジニアリング 日 本 土木工事業

(株)ナカノテック 日 本 リニューアル工事、海外建設資材の販売

(株)中野組 日 本 建設業

ナカノシンガポール(PTE.)LTD. シンガポール 総合建設業

P.T.インドナカノ インドネシア 総合建設業

P.T.ナカノ エス バタム インドネシア 総合建設業

タイナカノCO.LTD. タ イ 総合建設業

ナカノエンタープライズCO.LTD. タ イ 建設資材の販売

SDN.BHD. マレーシア 総合建設業ナカノコンストラクション

中野咨詢（上海）有限公司 中 国 建設業

不動産事業 大島興業(株) 日 本 不動産管理業及び不動産賃貸業

中野開発(株) 日 本 不動産賃貸業及び不動産販売業

(株)ナカノエージェンシー 日 本 不動産賃貸業及び不動産仲介業

CORP. ア メ リ カ 不動産賃貸業ナカノインターナショナル

P.T.ナカノトータルインドネシア インドネシア 不動産賃貸業

そ の 他 (株)ｸﾞﾘｰﾝｳｯﾄﾞｶﾝﾄﾘｰｸﾗﾌﾞ 日 本 ゴルフ場の運営

の 事 業 オーエムホテルシステムズ(株) 日 本 ホテルの運営管理

(株)ナカノエージェンシー 日 本 保険代理業、金融業及びリース業

上記子会社は全て連結子会社である。
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事業の系統図は次のとおりである。

＜国内＞ ＜国内＞ ＜国内＞
(株)ダイトーエンジニアリング 大島興業(株) (株)ｸﾞﾘｰﾝｳｯﾄﾞｶﾝﾄﾘｰｸﾗﾌﾞ
(株)ナカノテック 中野開発(株) ｵｰｴﾑﾎﾃﾙｼｽﾃﾑｽﾞ(株)
(株)中野組

＜海外＞ ＜海外＞
ﾅｶﾉｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ(PTE.)LTD. ﾅｶﾉｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙCORP.
P.T.インドナカノ P.T.ﾅｶﾉﾄｰﾀﾙｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
P.T.ナカノ　エス　バタム
タイナカノCO.LTD.
ﾅｶﾉｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞCO.LTD.
ﾅｶﾉｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝSDN.BHD.
中野咨詢（上海）有限公司

建 設 事 業

お　客　様

不 動 産 事 業 そ の 他 の 事 業

(株)ﾅｶﾉｴｰｼﾞｪﾝｼｰ
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２．経 営 方 針

（１）経営の基本方針

当社グループは、経営方針に「お客様第一主義」を掲げ、お客様へ最良のサービスを

提供することを経営の基本方針としております。お客様の信頼を得ることにより、社業

を発展させ、社会に貢献する企業であることを目指しております。

（２）利益配分に関する基本方針

当社グループは、株主の皆様に対する利益還元と企業体質の強化を基本課題として、

業績と将来の見通しを総合的に勘案して配当を決定する方針であります。

（３）中期的な経営戦略と対処すべき課題

当社は、建設業界を取り巻く厳しい環境を乗り越え、今後の業績のＶ字型回復をより確固

たるものとするため、今般、不動建設株式会社の建築事業譲受けを決議し、事業基盤の拡充

を決定すると共に、固定資産の減損処理を中心とした財務体質の抜本的改善へ取り組むこと

を決定いたしました。

①不動建設株式会社の建築事業譲受け

、 、 、当社は 事業基盤の拡充を目的として 平成１５年１１月２１日開催の取締役会において

平成１６年３月下旬を目処として不動建設株式会社の営業の内、建築事業に関する営業を譲

り受けることを決議し、不動建設株式会社と基本合意書を締結いたしました。

現在、建設業界を取り巻く環境は厳しい状況が続いております。当社は、斯様な状況下

においては、事業規模の縮小・収益力の低迷が避けられないとの危機意識を持って参りまし

た。

その結果、斯かる事態を打開するべく、関西圏で老舗として強みを持ち、官庁工事におい

て優れた工事実績を有する不動建設株式会社の建築事業を、関東圏を主な営業基盤とし、民

間建築工事を主体とする当社が譲り受けることといたしました。これは、双方の持つ営業力

・技術力などの経営資源効率化を図ることで、収益力を向上させることが可能になり、建築

事業への特化によって経営基盤が盤石なものとなることから、当社にとって最適な選択肢と

なるとの結論に至った次第であります。

更に不動建設株式会社の建築事業は製造業を始め、海外進出実績の多い優良な顧客基盤を

有しており、グローバルに展開している当社の海外ネットワークを活用することで潜在的な

海外工事受注の開拓が期待できます。

こうした建築事業への更なる特化を通じて、社業を発展させて参りますことは、お客様、

株主の皆様、並びに社会に対して貢献できるものと確信しております。

②財務体質の抜本的改善への取組み

当社は、平成１４年３月に策定いたしました「三カ年経営計画」に基づき、収益力の改善

と有利子負債の削減に努めて参りましたが、今般、不動建設株式会社の建築事業の譲受けに

よる事業基盤の拡充を契機として、財務体質の抜本的改善を図るべく、以下の施策を行うこ

とを決定いたしました。これにより、来期以降の業績はＶ字型回復が実現出来るものと考え

ております。

なお、当社は財務体質の抜本的改善を含めた「新経営改善計画」を改めて策定する予

定でございますが、これに関しましては策定完了次第、お知らせさせて頂く所存でござ

います。
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イ．財務内容健全化のための前倒し処理等について

当社は、平成９年１０月に第１次経営改善計画を策定して以来、人員の削減、資産の

売却や減損処理の実施、生産性の向上等に取り組んで参りました。この結果、建設事業

を取り巻く環境が厳しさを増す中で、本業である建設事業の採算を改善することができ

ました。

今般、前述の通り、不動建設株式会社の建築事業の譲受けにより、事業基盤を一層強

固なものとすることが可能となりますので、これを契機に当下半期において、平成１８

年３月期には強制適用となる固定資産の減損処理に対して一段と厳格な基準をもって前

倒しで対応し、関連会社に対する投融資の整理等の処理を積極的に進め、確固たる財務

基盤を確立して参ります。この結果、連結ベースでは固定資産評価損など１２５億円余

の特別損失を計上し、また、単体ベースでは子会社支援損、固定資産評価損など１４０

億円余を特別損失に計上する見込みであります。

ロ．資本の減少、株式併合、単元株式数の変更、金融支援の要請について

斯かる状況に対処し、安定した財務基盤を確立するため、株主の皆様には減資及び株

式の併合を、主要取引金融機関には金融支援をお願いして参ります。

具体的には、平成１６年２月開催予定の臨時株主総会において、資本の金額を２分の

１とする資本の減少、２株を１株とする株式の併合、単元株式数の変更、及び優先株式

の発行に関する定款変更等を付議させて頂く予定でございます。

また、株式会社東京三菱銀行を始め、主要取引金融機関に対し、債権放棄及び優先株

式の引受けによる金融支援の要請を行っており、本年１２月末を目処に協議を続けさせ

て頂く所存でございます。

株主の皆様、主要取引金融機関の皆様には多大なご負担とご迷惑をおかけいたします

ことを心からお詫び申し上げますと共に、本取組みについてご理解とご支援を賜ります

よう、お願い申し上げます。

③新たな経営計画の策定について

今般の状況を踏まえ、新たに策定いたします「新経営改善計画」は、建築事業の拡充によ

り安定的な本業利益の確保を目標とする所存であります。お客様に高品質な営業・施工・ア

フターサービスを提供し 「建物に関する総合サービスの顧客満足度ナンバーワン企業」を、

目指し、業績の向上、早期の復配と安定配当の実現に向けて努力して参る所存であります。

なお、新たな「新経営改善計画」は、不動建設株式会社からの建築事業譲受けに伴う効果

などを勘案し、平成１５年１２月下旬を目処に策定いたします。現時点で、想定されます見

通しは以下の通りであります。

【単 体】

平成17年3月期 平成18年3月期

受 注 高 850億円（400億円） 850億円（400億円）

売 上 高 920億円（390億円） 890億円（410億円）

営業利益 13億円（ 6億円） 16億円（ 7億円）

（注）括弧内は営業譲受けによる影響見込み額であります。
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【連 結】

平成17年3月期 平成18年3月期

受 注 高 950億円（400億円） 950億円（400億円）

売 上 高 1,050億円（390億円） 1,020億円（410億円）

営業利益 16億円（ 6億円） 19億円（ 7億円）

（注）括弧内は営業譲受けによる影響見込み額であります。

（４）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

当社グループは、経営の透明性や意思決定の迅速化などを最重要課題と位置づけ、

コーポレートガバナンスの強化に努めております。

取締役会は、定例取締役会を毎月１回開催し、他必要に応じ臨時取締役会を開催し、

経営に関する重要事項を審査・決定するとともに、経営計画の進捗状況や業務の執行状

況の確認を行っております。また、常務会を週１度開催し、取締役会を補佐する協議機

関と位置づけております。

監査役制度を採用しており、監査役４名のうち２名が社外監査役であります。社外監

査役と当社との間には取引等の利害関係はありません。また、社内において監査部門を

設置し、内部監査を実施しております。

当社グループは、会計監査人である和泉監査法人により、独立監査人としての公正な

立場から会計監査を受けております。また、複数の顧問弁護士と顧問契約を締結し、法

律上の判断が必要となる事項について、指導・助言を受けております。
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３．経営成績及び財政状態

（１）当中間期の業績の概況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益や株価が持ち直すなど一部に明

るい兆しが見られましたものの、依然として個人消費は低迷し、また、円高基調が続く

など景気の先行きに不透明感を残したまま推移いたしました。

このような経済環境の中、当社グループは平成１４年３月に策定いたしました「三カ

年経営計画」にもとづき、お客様に高品質な営業・施工・サービスを提供することを目

指し、業績の向上に努めましたものの、連結売上高は前年同期比２２．７％減の２５５

億７２百万円となり、経常損失は円高に伴う為替差損の計上もあり、前年同期比３億９

百万円悪化し６億５４百万円となりました。また、繰延税金資産の取り崩しによる法人

税等調整額の計上などもあり、中間純損失は１２億２１百万円となりました。

事業の種類別セグメントの業績は、以下のとおりです。

建設事業

国内建設業界は、公共投資の抑制が続くなか、民間設備投資に回復の兆しが見られま

すものの、依然として厳しい状況下で推移いたしました。

当社グループの受注高は、国内建設事業２００億４０百万円に海外建設事業４１億

７１百万円を合わせて２４２億１１百万円（前年同期比９．１％減）となりました。

売上高は、国内建設事業１７８億１１百万円に海外建設事業５８億円を合わせて、

２３６億１２百万円（前年同期比２０．０％減）となりましたが、不採算工事がほぼ一

掃されたことなどにより、営業損失は前年同期比４億８３百万円減少し、４億６３百万

円となりました。

不動産事業

売上高は、賃貸事業８億８６百万円に分譲事業６億４３百万円を合わせて１５億３０

百万円（前年同期比５１．６％減）となり、営業利益は３億８９百万円（前年同期比

５６．８％減）となりました。これは、米国での分譲事業がほぼ収束したことによるも

のであります。

その他の事業

ホテル事業を中心とするその他の事業の売上高は、４億３９百万円（前年同期比

０．４％増）となり、営業損失は０百万円となりました。

（２）キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の回収など

、 （ ） 。により ４億７４百万円のプラス 前年同期１２億１３百万円のプラス となりました

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入などにより、１億４７百万円

のマイナス（前年同期６億２６百万円のマイナス）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済などにより、５億２４百万円の

マイナス（前年同期１億５３百万円のマイナス）となりました。

この結果、当中間連結会計期間の「現金及び現金同等物の中間期末残高」は、前期末

残高に比べ５億１０百万円減少し、６９億９２百万円となりました。
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なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

13年9月期 14年3月期 14年9月期 15年3月期 15年9月期

中 間 期 中 間 期 中 間 期

自己資本比率(％) 10.9 11.8 10.8 10.8 9.5

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率(％) 6.2 4.8 5.4 10.4 20.0

債務償還年数(年) － － － 19.9 －

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ(倍) － － 3.5 2.5 1.4

（注）自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

。）債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー(中間期は記載しておりません

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出し

ております。

※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書によるキャッシュ・フロ

ーを使用しております。

有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全て

の負債を対象としております。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロ

ー計算書の利息の支払額を使用しております。

（３）通期の見通し

通期の連結業績につきましては、連結受注高５７０億円、売上高５９０億円、経常損

失２億円、当期純損失２７億円を見込んでおります。

また、単独の業績につきましては、受注高４５０億円、売上高４６０億円、経常利益

０百万円、当期純損失３９億円を見込んでおります。

- -7



４．中 間 連 結 財 務 諸 表

(１)中間連結貸借対照表 (単位　百万円)

期　　　別 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 比　 　較 前連結会計年度末

平成15年9月30日現在 平成14年9月30日現在 　 平成15年3月31日現在

科　　　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比
増 　　減

金　　額 構成比

( 資 産 の 部 ) ％ ％ ％

[ 流 動 資 産 ] [ 27,040 ] 　 40.8 [ 33,111 ] 　 44.4 [ △ 6,071 ] [ 30,457 ] 　 43.2

現 金 預 金 7,904 8,198 △ 293 8,275

受取手形･完成工事未収入金等 5,281 6,160 △ 878 11,207

未 成 工 事 支 出 金 11,774 15,038 △ 3,264 8,548

そ の 他 た な 卸 資 産 934 2,586 △ 1,652 1,206

そ の 他 1,183 1,150 　 32 1,264

貸 倒 引 当 金 △ 36 △ 22 △ 14 △ 44

[ 固 定 資 産 ] [ 39,187 ] 　 59.2 [ 41,467 ] 　 55.6 [ △ 2,279 ] [ 40,113 ] 　 56.8

( 有 形 固 定 資 産 ) ( 30,346 ) ( 31,156 ) ( △ 810 ) ( 30,835 )

建 物 8,763 8,528 　 234 9,123

土 地 21,175 21,293 △ 118 21,277

そ の 他 　 407 　 1,333 △ 926 　 435

( 無 形 固 定 資 産 ) ( 　 420 ) ( 　 482 ) ( △ 61 ) ( 　 452 )

( 投 資 そ の 他 の 資 産 ) ( 　 8,420 ) ( 　 9,827 ) ( △ 1,407 ) ( 　 8,825 )

投 資 有 価 証 券 　 2,238 　 2,262 △ 24 　 2,025

破 産 債 権 、 更 生 債 権 等 　 5,025 　 5,595 △ 569 　 5,555

繰 延 税 金 資 産 　 2,426 　 3,598 △ 1,171 　 2,925

そ の 他 　 2,479 　 2,596 △ 117 　 2,558

貸 倒 引 当 金 △ 3,749 △ 4,224 　 475 △ 4,240

資 産 合 計 66,227 　 100.0 74,578 　 100.0 △ 8,350 70,571 　 100.0
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(単位　百万円)

期　　　別 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 比　 　較 前連結会計年度末

平成15年9月30日現在 平成14年9月30日現在 　 平成15年3月31日現在

科　　　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比
増 　　減

金　　額 構成比

( 負 債 の 部 ) ％ ％ ％

[ 流 動 負 債 ] [ 31,032 ] 　 46.8 [ 42,580 ] 　 57.1 [ △ 11,547 ] [ 33,795 ] 　 47.9

支 払 手 形 ･ 工 事 未 払 金 14,785 17,601 △ 2,816 19,168

短 期 借 入 金 6,461 12,145 △ 5,683 6,773

一 年 以 内 償 還 予 定 の 社 債 － 300 △ 300 － 

未 成 工 事 受 入 金 9,013 11,773 △ 2,759 6,558

引 当 金 219 147 　 72 275

そ の 他 552 612 △ 60 1,020

[ 固 定 負 債 ] [ 28,859 ] 　 43.6 [ 23,881 ] 　 32.0 [ 　 4,977 ] [ 29,104 ] 　 41.2

長 期 借 入 金 27,023 22,097 　 4,925 27,295

繰 延 税 金 負 債 18 12 　 5 11

退 職 給 付 引 当 金 557 570 △ 12 517

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 96 93 　 3 100

そ の 他 1,162 1,107 　 55 1,179

負 債 合 計 59,891 　 90.4 66,461 　 89.1 △ 6,569 62,900 　 89.1

( 少 数 株 主 持 分 )

[ 少 数 株 主 持 分 ] [ 38 ] 　 0.1 [ 34 ] 　 0.1 [ 　 3 ] [ 38 ] 　 0.1

( 資 本 の 部 )

[ 資 本 金 ] [ 7,323 ] 　 11.0 [ 7,323 ] 　 9.8 [ 　 － ] [ 7,323 ] 　 10.4

[ 資 本 剰 余 金 ] [ 620 ] 　 0.9 [ 620 ] 　 0.8 [ 　 － ] [ 620 ] 　 0.9

[ 利 益 剰 余 金 ] [ △ 820 ] △ 1.2 [ 　 769 ] 　 1.0 [ △ 1,589 ] [ 　 406 ] 　 0.5

[ その他有価証券評価差額金 ] [ 　 114 ] 　 0.2 [ 　 20 ] 　 0.0 [ 　 93 ] [ △ 13 ] △ 0.0

[ 為 替 換 算 調 整 勘 定 ] [ △ 929 ] △ 1.4 [ △ 650 ] △ 0.8 [ △ 279 ] [ △ 702 ] △ 1.0

[ 自 己 株 式 ] [ △ 9 ] △ 0.0 [ △ 0 ] △ 0.0 [ △ 8 ] [ △ 2 ] △ 0.0

資 本 合 計 6,298 　 9.5 8,082 　 10.8 △ 1,783 7,632 　 10.8

負債､少数株主持分及び資本合計 66,227 　 100.0 74,578 　 100.0 △ 8,350 70,571 　 100.0
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(２)中間連結損益計算書 　　   (単位　百万円)
期　　　別年 度 別　 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 比　　較 前連結会計年度

自 平成15年 4月 1日 自 平成14年 4月 1日  自 平成14年 4月 1日

至 平成15年 9月30日 至 平成14年 9月30日  至 平成15年 3月31日

　科　　目科　　　目 金　　　　額 比　率 金　　　　額 比　率 増　　減 金　　　　額 比　率

　 ％ 　 ％ 　 　 ％

売 　 上 　 高 25,572 　 100.0 33,092 　 100.0 △ 7,519 　 77,992 　 100.0

完 成 工 事 高  （ 23,612 ）　  （ 29,501 ）　  （△ 5,889 ） （ 70,985 ）　

不 動 産 売 上 高  （ 1,524 ）　  （ 3,159 ）　  （△ 1,635 ） （ 6,141 ）　

そ の 他 の 売 上 高  （ 436 ）　  （ 431 ）　  （　 4 ） （ 864 ）　

売  上  原  価 23,681 　 92.6 31,110 　 94.0 △ 7,429 72,942 　 93.5

完 成 工 事 原 価  （ 22,340 ）　  （ 28,683 ）　  （△ 6,343 ） （ 68,038 ）　

不 動 産 売 上 原 価  （ 1,009 ）　  （ 2,098 ）　  （△ 1,088 ） （ 4,237 ）　

そ の 他 の 売 上 原 価  （ 331 ）　  （ 329 ）　  （　 2 ） （ 666 ）　

売 上 総 利 益 1,891 　 7.4 1,981 　 6.0 △ 90 5,049 　 6.5

完 成 工 事 総 利 益  （ 1,271 ）　  （ 818 ）　  （　 453 ） （ 2,947 ）　

不 動 産 売 上 総 利 益  （ 514 ）　  （ 1,061 ）　  （△ 546 ） （ 1,904 ）　

そ の 他 の 売 上 総 利 益  （ 104 ）　  （ 102 ）　  （　 2 ） （ 198 ）　

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 1,965 　 7.7 　 2,041 　 6.2 　△ 76 　 4,029 　 5.2

営業損失(△ )又は営業利益 △ 73 △ 0.3 △ 59 △ 0.2 △ 13 　 1,020 　 1.3

　 　 　

営 業 外 収 益 51 　 0.2 133 　 0.4 △ 81 192 　 0.2

受 取 利 息  （ 25 ）　  （ 33 ）　  （△ 8 ） （ 66 ）　

受 取 配 当 金  （ 13 ）　  （ 13 ）　  （△ 0 ） （ 22 ）　

連 結 調 整 勘 定 償 却 額  （ － ）　  （ 56 ）　  （△ 56 ） （ 56 ）　

そ の 他  （ 13 ）　  （ 30 ）　  （△ 16 ） （ 46 ）　

営 業 外 費 用 633 　 2.5 418 　 1.2 　 214 878 　 1.1

支 払 利 息  （ 328 ）　  （ 289 ）　  （　 39 ） （ 630 ）　

為 替 差 損  （ 252 ）  （ 89 ）  （ 162 ） （ 111 ）

そ の 他  （ 51 ）　  （ 39 ）　  （　 12 ） （ 136 ）　

経常損失(△)又は経常利益  △ 654 △ 2.6 △ 345 △ 1.0 △ 309 　 334 　 0.4

 　 　 　

特 別 利 益 13 　 0.1 33 　 0.1 △ 19 54 　 0.1

前 期 損 益 修 正 益  （ 3 ）　  （ 25 ）　  （△ 21 ） （ 4 ）　

固 定 資 産 売 却 益  （ 4 ）  （ 4 ）  （ 0 ） （ 15 ）

そ の 他  （ 5 ）　  （ 3 ）　  （　 1 ） （ 35 ）　

特 別 損 失 153 　 0.6 62 　 0.2 　 91 370 0.5

前 期 損 益 修 正 損  （ 21 ）　  （ 7 ）　  （　 13 ） （ 34 ）　

固 定 資 産 評 価 損  （ 39 ）　  （ － ）　  （　 39 ） （ 45 ）　

そ の 他  （ 92 ）　  （ 55 ）　  （　 37 ） （ 290 ）　

税金等調整前中間純損失(△) 　 　 　
又は税金等調整前当期純利益 △ 794 △ 3.1 △ 374 △ 1.1 △ 420 　 18 　 0.0

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 　 56 　 0.2 　 62 　 0.2 △ 6 　 146 　 0.2

法 人 税 等 調 整 額 　 378 　 1.5 　 259 　 0.8 　 119 　 907 　 1.2

少 数 株 主 利 益 　 － 　 － 　 － 　 － 　 － 　 23 　 0.0

少 数 株 主 損 失 　 7 　 0.0 　 0 　 0.0 　　 7 　 － 　 － 

中 間 ( 当 期 ) 純 損 失 1,221 △ 4.8 696 △ 2.1 △ 525 1,058 △ 1.4
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(３)中間連結剰余金計算書 (単位 百万円)

期　　　別 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間
比　　　　較

前連結会計年度

自 平成15年 4月 1日 自 平成14年 4月 1日 　 自 平成14年 4月 1日

科　　　目 至 平成15年 9月30日 至 平成14年 9月30日
増　　　　減

至 平成15年 3月31日

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高  620  620  －  620

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）残高  620  620  －  620

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高
 

406
 

1,465 △ 1,058
 
1,465

Ⅱ 利 益 剰 余 金 減 少 高  

中 間 ( 当 期 ) 純 損 失 1,221 696 525 1,058

配 当 金 5 － 5 － 

Ⅲ 利益剰余金中間期末(期末)残高 △ 820  769 △ 1,589  406
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(４)中間連結キャッシュ・フロー計算書 　(単位　百万円)

期　　　別　 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

自 平成15年 4月 1日 自 平成14年 4月 1日 自 平成14年 4月 1日

　科　　　目 至 平成15年 9月30日 至 平成14年 9月30日 至 平成15年 3月31日

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー  

税 金 等 調 整 前 中 間 純 損 失 ( △ )
又 は 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  △ 794 △ 374 　 18

減 価 償 却 費  　 314 　 334 　 676

連 結 調 整 勘 定 償 却 額  　 － △ 56 △ 56

貸 倒 引 当 金 の 増 加 ･ 減 少 ( △ ) 額  　 6 △ 14 　 40

賞 与 引 当 金 の 増 加 ･ 減 少 ( △ ) 額  △ 55 △ 114 △ 0

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 ･ 減 少 ( △ ) 額  　 41 　 1 △ 50

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金  △ 38 △ 46 △ 89

支 払 利 息 　 328 　 289 　 630

為 　 替 　 差 　 損 　 ･ 　 益 　 ( △ ) 　 195 　 71 　 0

固 定 資 産 売 却 損 ･ 益 ( △ ) 及 び 除 却 損 △ 3 △ 3 △ 10

固 定 資 産 評 価 損 　 39 　 － 　 45

投 資 有 価 証 券 売 却 及 び 評 価 損 ･ 益 ( △ )  △ 0 　 29 　 107

売 上 債 権 の 減 少 ･ 増 加 ( △ ) 額 　 5,812 　 3,238 △ 1,821

未 成 工 事 支 出 金 の 減 少 ･ 増 加 ( △ ) 額 △ 3,236 △ 3,040 　 3,444

そ の 他 た な 卸 資 産 の 減 少 ･ 増 加 ( △ ) 額 　 272 　 1,293 　 2,658

仕 入 債 務 の 増 加 ･ 減 少 ( △ ) 額 △ 4,185 △ 1,923 △ 296

未 成 工 事 受 入 金 の 増 加 ･ 減 少 ( △ ) 額 　 2,464 　 1,900 △ 3,311

そ の 他  △ 293 　 44 　 481

小　　　　　　　　　　　計  　 868 　 1,628 　 2,466

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額   　 55 　 46 　 88

利 息 の 支 払 額 △ 343 △ 351 △ 690

法 人 税 等 の 支 払 額  △ 105 △ 110 △ 152

　営業活動によるキャッシュ･フロー  　 474 　 1,213 　 1,712

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ･フロー

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出  △ 747 △ 632 △ 930

定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入  　 575 　 94 　 247

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出  △ 50 △ 141 △ 253

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入  　 63 　 10 　 56

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 　 － △ 5 △ 7

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 　 2 　 21 　 125

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入  　 23 　 26 　 52

そ の 他 △ 14 △ 0 △ 41

　投資活動によるキャッシュ・フロー  △ 147 △ 626 △ 750

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ･フロー  

短 期 借 入 金 増 加 ･ 減 少 ( △ ) 額  △ 258 　 43 　 14

長 期 借 入 れ に よ る 収 入  　 － 　 150 　 450

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出  △ 261 △ 346 △ 786

少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額  △ 5 　 － 　 － 

そ の 他  　 0 △ 0 △ 302

　財務活動によるキャッシュ・フロー  △ 524 △ 153 △ 624

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 312 △ 181 △ 152

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加・減少(△)額  △ 510 　 252 　 184

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 7,502 　 7,317 　 7,317

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  　 6,992 　 7,570 　 7,502
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［中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項］

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社の数 すべての子会社(１７社)を連結している。
なお、平成１５年４月に連結子会社 中国咨詢（上海）有限公司を設立した。

主要な連結子会社名： 株）ナカノエージェンシー （株）ダイトーエンジニアリング、（ 、
(株)ナカノテック、ナカノシンガポール(PTE.)LTD.、
ナカノインターナショナルCORP.、P.T.インドナカノ

（２）主要な非連結子会社名

該当事項なし。

２．持分法の適用に関する事項

該当事項なし。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社のうち中国咨詢（上海）有限公司の中間決算日は６月３０日である。中間連結財務諸
表の作成にあたっては、中間連結決算日９月３０日現在で実施した仮決算に基づく中間財務諸表を
使用している。
上記以外の連結子会社の中間決算日は当社と同一である。

４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
満期保有目的の債券･･････････････････償却原価法（定額法）
その他有価証券
時価のあるもの････････････････････中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定している）

時価のないもの････････････････････移動平均法による原価法

②たな卸資産
未成工事支出金･･････････････････････個別法による原価法
販売用不動産及び不動産事業支出金････個別法による低価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産
当社及び国内連結子会社は定率法、ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属
設備を除く）は定額法を採用している。
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。
在外連結子会社は、主として定額法を採用している。

②無形固定資産
定額法を採用している。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同
一の基準によっている。
また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
を採用している。
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（３）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金
当社及び国内連結子会社は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上している。ただし、在外連結子会社は、個別債権の回収不能見込額を計上している。

②賞与引当金
当社及び国内連結子会社は、従業員に対し支給する賞与の支払に充てるため、実際支給見込額を
基礎として当中間連結会計期間に対応する額を計上している。

③退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上している。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（１２年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理して
いる。

④役員退職慰労引当金
当社は、役員の退職により支給する退職慰労金に充てるため、内規に基づく中間期末要支給額を
計上している。

（４）重要なリース取引の処理方法

当社及び連結子会社は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（５）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法
金利スワップ及び金利キャップについては、特例処理を採用している。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：金利スワップ、金利キャップ ヘッジ対象：借入金

③ヘッジ方針
借入金の金利変動リスクを回避するために金利スワップ及び金利キャップ取引を行っており、投
機目的の取引は行わない方針である。

④ヘッジの有効性評価の方法
金利スワップ及び金利キャップについては特例処理の要件に該当するため、ヘッジの有効性の判
定は省略している。

（６）完成工事高の計上基準

当社の完成工事高の計上は、工事完成基準によっているが、一定の基準に該当する長期大型工事
については工事進行基準によっている。また、在外子会社は主として工事進行基準によっている。

（７）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。

（８）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引
き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな
い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。
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［注 記 事 項］

（中間連結貸借対照表関係）
当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末

１．有形固定資産の減価償却累計額 ６，５１９百万円 ６，０９６百万円 ６，３６９百万円

２．担保に供している資産 ２９，１５６百万円 ２９，１６９百万円 ２９，４５２百万円

３．保証債務 ２，３３３百万円 ４，４４５百万円 ３，４８２百万円

４．受取手形割引高 ４，９９０百万円 ２，６７３百万円 ２，００１百万円
受取手形裏書譲渡高 ２３百万円 ６８百万円 １７百万円

（中間連結損益計算書関係）
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

減価償却費 １０６百万円 １１３百万円 ２２６百万円
賞与引当金繰入額 ８９百万円 ６２百万円 １１１百万円
退職給付費用 ９５百万円 ７９百万円 １５７百万円
従業員給与手当 ８２０百万円 ８６３百万円 １，７７２百万円

２．工事進行基準による完成工事高 ５，３９４百万円 ６，７２８百万円 １２，８４７百万円

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 ７，９０４百万円 ８，１９８百万円 ８，２７５百万円
預入期間が３ヶ月を越える定期預金 △９１２百万円 △６２７百万円 △７７２百万円
現金及び現金同等物 ６，９９２百万円 ７，５７０百万円 ７，５０２百万円
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（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額
（単位 百万円）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度
取得価額 減価償却 中間期末 取得価額 減価償却 中間期末 取得価額 減価償却 期 末

累 計 額 残 高 累 計 額 残 高 累 計 額 残 高
相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

運 搬 具 ２１ １２ ９ ２６ １４ １２ ２１ １１ ９

工具器具
８７ ４２ ４５ １２７ ７６ ５０ ９４ ５８ ３６

備 品

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ ３０ ２ ２８ － － － － － －

合 計 １３９ ５６ ８２ １５３ ９０ ６２ １１６ ７０ ４５

２．未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末

１ 年 内 ３１百万円 ２９百万円 ２２百万円
１ 年 超 ５５百万円 ３８百万円 ２７百万円
計 ８７百万円 ６７百万円 ５０百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

支払リース料 １９百万円 ２４百万円 ４４百万円
減価償却費相当額 １６百万円 ２０百万円 ３６百万円
支払利息相当額 ３百万円 ３百万円 ６百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい
ては、利息法によっている。
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの
（単位 百万円）

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末
平成15年 9月30日現在 平成14年 9月30日現在 平成15年 3月31日現在
中 間 連 結 中 間 連 結 連 結
貸借対照表 時 価 差 額 貸借対照表 時 価 差 額 貸借対照表 時 価 差 額
計 上 額 計 上 額 計 上 額

国 債・
29 30 0 29 30 1 29 31 1

地方債等
合 計 29 30 0 29 30 1 29 31 1

２．その他有価証券で時価のあるもの
（単位 百万円）

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末
平成15年 9月30日現在 平成14年 9月30日現在 平成15年 3月31日現在
中 間 連 結 中 間 連 結 連 結

取得原価 貸借対照表 差 額 取得原価 貸借対照表 差 額 取得原価 貸借対照表 差 額
計 上 額 計 上 額 計 上 額

①株 式 802 995 192 974 1,014 39 805 784 △ 21

②その他 10 10 △ 0 20 15 △ 5 10 8 △ 1

合 計 813 1,005 192 995 1,029 34 815 793 △ 22

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額
（単位 百万円）

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末
平成15年 9月30日現在 平成14年 9月30日現在 平成15年3月31日現在
中間連結貸借対照表 中間連結貸借対照表 連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額 計 上 額 計 上 額

その他有価証券
非上場株式 1,202 1,202 1,202
（店頭売買株式を除く）

合 計 1,202 1,202 1,202

（デリバティブ取引関係）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連 （単位 百万円）
当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末

種 類 平成15年 9月30日現在 平成14年 9月30日現在 平成15年 3月31日現在
契約額等 評価損益 契約額等 評価損益 契約額等 評価損益時 価 時 価 時 価

為替予約取引
買建
米ドル 223 221 △ 2 - - - - - -

合 計 223 221 △ 2 - - - - - -
（注）１．時価の算定は、先物為替相場を使用している。
２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。
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（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

　当中間連結会計期間（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日） (単位　百万円)

建　　設 不 動 産 その他の 消去又は

事　  業 事　  業 事　　業 計 全　　社 連　　結

　売　　上　　高 

(1)外部顧客に対する売上高 　 23,612 　 1,524 　 436 　 25,572 － 　 25,572
(2)セグメント間の内部売上高
   又は振替高 　 0 　 6 　 3 　 9 ( 9 ) 　 － 

計 　 23,612 　 1,530 　 439 　 25,582 ( 9 ) 　 25,572

　営　　業　　費　　用 　 24,075 　 1,140 　 440 　 25,656 ( 9 ) 　 25,646

　営業利益又は営業損失(△) △ 463 　 389 △ 0 △ 73 － △ 73

  （注）１．事業区分の方法

 　　　 　　日本標準産業分類及び中間連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。

  　　　２．各事業区分に属する主要な内容

 　　 　　　建　  設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業

 　　 　　　不 動 産事業：不動産の売買、賃貸、仲介等に関する事業

 　　　　 　その他の事業：ホテル業・保険代理業・ゴルフ場の経営他

　前中間連結会計期間（平成１４年４月１日～平成１４年９月３０日） (単位　百万円)

建　　設 不 動 産 その他の 消去又は

事　  業 事　  業 事　　業 計 全　　社 連　　結

　売　　上　　高 

(1)外部顧客に対する売上高 　 29,501 　 3,159 　 431 　 33,092 － 　 33,092
(2)セグメント間の内部売上高
   又は振替高 　 － 　 － 　 6 　 6 ( 6 ) 　 － 

計 　 29,501 　 3,159 　 437 　 33,098 ( 6 ) 　 33,092

　営　　業　　費　　用 　 30,447 　 2,256 　 453 　 33,158 ( 6 ) 　 33,152

　営業利益又は営業損失(△) △ 946 　 902 △ 16 △ 59 － △ 59

  （注）１．事業区分の方法

 　　　 　　日本標準産業分類及び中間連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。

  　　　２．各事業区分に属する主要な内容

 　　 　　　建　  設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業

 　　 　　　不 動 産事業：不動産の売買、賃貸、仲介等に関する事業

 　　　　 　その他の事業：ホテル業・保険代理業・ゴルフ場の経営他

　前連結会計年度（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） (単位　百万円)

建　　設 不 動 産 その他の 消去又は

事　  業 事　  業 事　　業 計 全　　社 連　　結

　売　　上　　高 

(1)外部顧客に対する売上高 　 70,985 　 6,141 　 864 　 77,992 － 　 77,992
(2)セグメント間の内部売上高
   又は振替高 　 － 　 － 　 10 　 10 ( 10 ) 　 － 

計 　 70,985 　 6,141 　 875 　 78,002 ( 10 ) 　 77,992

　営　　業　　費　　用 　 71,567 　 4,506 　 908 　 76,982 ( 10 ) 　 76,971

　営業利益又は営業損失(△) △ 581 　 1,635 △ 33 　 1,020 － 　 1,020

  （注）１．事業区分の方法

 　　　 　　日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。

  　　　２．各事業区分に属する主要な内容

 　　 　　　建　  設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業

 　　 　　　不 動 産事業：不動産の売買、賃貸、仲介等に関する事業

 　　　　 　その他の事業：ホテル業・保険代理業・ゴルフ場の経営他
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２．所在地別セグメント情報

　当中間連結会計期間（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日） (単位　百万円)

消去又は

日　　本 東南アジア 北　　米 オセアニア 計 全　　社 連　　結

   売　　上　　高 

(1)外部顧客に対する売上高 　 18,763 　 5,810 　 798 　 199 　 25,572 　 － 　 　 25,572

(2)セグメント間の内部売上高
   又は振替高 　 118 　 － 　 － 　 － 　 118 ( 118 ) 　 － 

計 　 18,882 　 5,810 　 798 　 199 　 25,691 ( 118 ) 　 25,572

 　営　　業　　費　　用 　 19,101 　 5,822 　 652 　 189 　 25,764 ( 118 ) 　 25,646

　営業利益又は営業損失(△) △ 218 △ 11 　 146 　 10 △ 73 　 － 　 △ 73

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

　　　　２．各区分に属する主な国又は地域

　　　　　　(１)東南アジア･･････シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ、中国

　　　　　　(２)北　　　米･･････アメリカ

　　　　　　(３)オセアニア･･････オーストラリア

前中間連結会計期間（平成１４年４月１日～平成１４年９月３０日） (単位　百万円)

消去又は

日　　本 東南アジア 北　　米 オセアニア 計 全　　社 連　　結

   売　　上　　高 

(1)外部顧客に対する売上高 　 21,884 　 8,623 　 2,237 　 347 　 33,092 　 － 　 　 33,092

(2)セグメント間の内部売上高
   又は振替高 　 115 　 － 　 － 　 － 　 115 ( 115 ) 　 － 

計 　 21,999 　 8,623 　 2,237 　 347 　 33,207 ( 115 ) 　 33,092

 　営　　業　　費　　用 　 22,747 　 8,593 　 1,619 　 306 　 33,267 ( 115 ) 　 33,152

　営業利益又は営業損失(△) △ 747 　 29 　 617 　 40 △ 59 　 － 　 △ 59

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

　　　　２．各区分に属する主な国又は地域

　　　　　　(１)東南アジア･･････シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ

　　　　　　(２)北　　　米･･････アメリカ

　　　　　　(３)オセアニア･･････オーストラリア

　前連結会計年度（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） (単位　百万円)

消去又は

日　　本 東南アジア 北　　米 オセアニア 計 全　　社 連　　結

   売　　上　　高 

(1)外部顧客に対する売上高 　 58,202 　 14,792 　 4,411 　 585 　 77,992 　 － 　 　 77,992

(2)セグメント間の内部売上高
   又は振替高 　 223 　 － 　 － 　 － 　 223 ( 223 ) 　 － 

計 　 58,425 　 14,792 　 4,411 　 585 　 78,215 ( 223 ) 　 77,992

 　営　　業　　費　　用 　 58,670 　 14,628 　 3,381 　 514 　 77,194 ( 223 ) 　 76,971

　営業利益又は営業損失(△) △ 244 　 163 　 1,029 　 71 　 1,020 　 － 　 　 1,020

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

　　　　２．各区分に属する主な国又は地域

　　　　　　(１)東南アジア･･････シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ

　　　　　　(２)北　　　米･･････アメリカ

　　　　　　(３)オセアニア･･････オーストラリア
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３．海　外　売　上　高

　当中間連結会計期間（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日） (単位　百万円)

東南アジア 北　　　米 オセアニア 合　　　計

Ⅰ 海 　外 　売 　上 　高    5,810 798 199 6,808

Ⅱ 連 　結 　売 　上 　高 25,572

Ⅲ 連結売上高に占める
 　海外売上高の割合(％) 22.7 3.1 0.8 26.6

（注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

　　　２．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

　　　３．各区分に属する主な国又は地域

　　　　　(１)東南アジア･･････シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ、中国

　　　　　(２)北　　　米･･････アメリカ

　　　　　(３)オセアニア･･････オーストラリア

前中間連結会計期間（平成１４年４月１日～平成１４年９月３０日） (単位　百万円)

東南アジア 北　　　米 オセアニア 合　　　計

Ⅰ 海 　外 　売 　上 　高    8,623 2,237 347 11,208

Ⅱ 連 　結 　売 　上 　高 33,092

Ⅲ 連結売上高に占める
 　海外売上高の割合(％) 26.1 6.8 1.0 33.9

（注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

　　　２．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

　　　３．各区分に属する主な国又は地域

　　　　　(１)東南アジア･･････シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ

　　　　　(２)北　　　米･･････アメリカ

　　　　　(３)オセアニア･･････オーストラリア

　前連結会計年度（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） (単位　百万円)

東南アジア 北　　　米 オセアニア 合　　　計

Ⅰ 海 　外 　売 　上 　高    14,792 4,411 585 19,789

Ⅱ 連 　結 　売 　上 　高 77,992

Ⅲ 連結売上高に占める
 　海外売上高の割合(％) 19.0 5.7 0.7 25.4

（注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

　　　２．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

　　　３．各区分に属する主な国又は地域

　　　　　(１)東南アジア･･････シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ

　　　　　(２)北　　　米･･････アメリカ

　　　　　(３)オセアニア･･････オーストラリア
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（重要な後発事象）

不動建設株式会社の建築事業譲受け

当社は、事業基盤の拡充を目的として、平成１５年１１月２１日開催の取締役会において、平成
１６年３月下旬を目処として不動建設株式会社の営業の内、建築事業に関する営業を譲り受けるこ
とを決議し、同日付で不動建設株式会社と基本合意書を締結した。
営業譲受け内容については、下記のとおりである。

１．譲受け対象事業

不動建設株式会社の建築事業に関する営業の全部

２．譲受け対象事業の売上高（平成１５年３月期）

建 築 事 業(a) 不動建設㈱の総売上高(b) (a)/(b)×100
売 上 高 62,095百万円 133,853百万円 46.39%

３．譲受け資産・負債の項目及び金額

建築事業に係る資産・負債となるが、項目・金額については、今後協議を続ける。

４．譲受け価額及び決済方法

今後、双方で協議を続ける。

５．譲受けのスケジュール

（１）平成１５年１２月２５日（予定） 営業譲渡契約書締結
（２）平成１６年 ３月 下旬 （予定） 営業譲受け期日
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５．連結業績の建設事業の受注高、売上高、繰越高

（単位　百万円）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 増減比 金　　　額 構成比

受 ％ ％ ％ ％

国　　内 20,040 82.8 21,567 81.0 △ 1,527 △ 7.1 47,180 84.9

海　　外 4,171 17.2 5,062 19.0 △ 891 △ 17.6 8,393 15.1

高 合　　計 24,211 100.0 26,630 100.0 △ 2,419 △ 9.1 55,574 100.0

売 国　　内 17,811 75.4 20,887 70.8 △ 3,075 △ 14.7 56,212 79.2

上 海　　外 5,800 24.6 8,614 29.2 △ 2,813 △ 32.7 14,772 20.8

高 合　　計 23,612 100.0 29,501 100.0 △ 5,889 △ 20.0 70,985 100.0

繰 国　　内 48,244 85.8 55,728 81.7 △ 7,484 △ 13.4 46,015 82.7

越 海　　外 7,986 14.2 12,444 18.3 △ 4,457 △ 35.8 9,616 17.3

高 合　　計 56,231 100.0 68,172 100.0 △ 11,941 △ 17.5 55,631 100.0

なお、参考のため提出会社単独の建設事業の状況は次のとおりである。

（単位　百万円）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 増減比 金　　　額 構成比

受 ％ ％ ％ ％

建　　築 19,016 96.7 20,296 97.1 △ 1,279 △ 6.3 44,500 96.7

土　　木 643 3.3 613 2.9 30 5.0 1,523 3.3

高 合　　計 19,660 100.0 20,909 100.0 △ 1,248 △ 6.0 46,023 100.0

売 建　　築 17,121 98.4 19,801 97.1 △ 2,679 △ 13.5 53,474 97.1

上 土　　木 273 1.6 601 2.9 △ 327 △ 54.5 1,610 2.9

高 合　　計 17,395 100.0 20,402 100.0 △ 3,007 △ 14.7 55,085 100.0

繰 建　　築 46,335 97.1 53,909 98.0 △ 7,574 △ 14.0 44,441 97.8

越 土　　木 1,374 2.9 1,103 2.0 270 24.5 1,004 2.2

高 合　　計 47,709 100.0 55,013 100.0 △ 7,303 △ 13.3 45,445 100.0

注

至平成15年3月31日至平成15年9月30日

自平成14年4月 1日自平成15年4月 1日

当中間連結会計期間 前連結会計年度前中間連結会計期間

自平成14年4月 1日
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注

至平成15年9月30日 至平成14年9月30日 増　　　　　減 至平成15年3月31日

当中間会計期間 前中間会計期間 比　　　　　較 前事業年度

自平成15年4月 1日 自平成14年4月 1日 自平成14年4月 1日

至平成14年9月30日

比　　　　　較

増　　　　　減



平成 16年 3月期   個別中間財務諸表の概要 平成 15年 11月 21日

上   場   会   社   名 株式会社　ナカノコーポレーション 上場取引所 東 大

コード番号       1827 本社所在都道府県

（URL http://www.wave-nakano.co.jp） 東 京 都

代 表 者 役 職 名 　取締役社長

氏 名 　大  島   義  和

問合せ先責任者 役 職 名 　常務取締役経理部長

氏 名 　堀  江        怜 TEL (03) 3265 - 4664

決算取締役会開催日　　平成 15年 11月 21日 中間配当制度の有無　　無

単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 15年 9月中間期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）
(1)経営成績 （注）金額は百万円未満を切り捨て

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期 18,988 △ 19.4 △ 79 - △ 601 -
14年 9月中間期 23,576 4.0 △ 70 - △ 195 -
15年 3月期 60,301 683 452

百万円 ％ 円　　銭

15年 9月中間期 △ 1,067 - △ 15.49
14年 9月中間期 △ 593 - △ 8.60
15年 3月期 △ 595 △ 8.64
(注)①期中平均株式数    15年 9月中間期    68,927,197 株   14年 9月中間期    68,982,877 株   15年 3月期    68,970,555 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

15年 9月中間期 －
14年 9月中間期 －
15年 3月期 － 0.00

(3)財政状態
株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年 9月中間期 60,807 6,581 10.8 95.49
14年 9月中間期 66,639 7,570 11.4 109.75
15年 3月期 63,940 7,535 11.8 109.29
(注)①期末発行済株式数    15年 9月中間期    68,920,376 株   14年 9月中間期    68,977,356 株   15年 3月期    68,948,467 株

     ②期末自己株式数        15年 9月中間期         75,818 株    14年 9月中間期　　     18,838 株   15年 3月期         47,727 株

２. 16年 3月期の業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
　

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 46,000 0 △ 3,900 0.00 0.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  △ 56 円 59 銭

( 当 期 ） 純 利 益

総   資   産

※上記の予想は、本資料の発表時現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な

株  主  資　本

売    上    高 経　常　利　益 当  期  純  利  益

売   上   高 営  業  利  益 経  常  利  益

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間

   要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の３～７ページをご
   参照下さい。

１株当たり年間配当金
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６．個 別 財 務 諸 表 等

（１）中間貸借対照表 (単位　百万円)

期　 別

科 　目 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

（ 資 産 の 部 ） ％ ％ ％

[ 流 動 資 産 ] [ 20,852 ] 34.3 [ 25,407 ] 38.1 [ △ 4,555 ] [ 23,456 ] 36.7

現 金 預 金 4,636 4,754 △ 117 4,642

受 取 手 形 152 81 70 235

完 成 工 事 未 収 入 金 2,479 2,756 △ 276 8,001

未 成 工 事 支 出 金 11,591 14,799 △ 3,208 8,131

不 動 産 事 業 支 出 金 754 1,484 △ 729 1,010

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 150 280 △ 130 200

そ の 他 1,125 1,274 △ 148 1,263

貸 倒 引 当 金 △ 37 △ 22 △ 15 △ 27

[ 固 定 資 産 ] [ 39,955 ] 65.7 [ 41,231 ] 61.9 [ △ 1,276 ] [ 40,484 ] 63.3

( 有 形 固 定 資 産 ) ( 21,476 ) ( 21,909 ) ( △ 432 ) ( 21,707 )

建 物 5,697 5,206 490 5,883

土 地 15,585 15,645 △ 59 15,640

そ の 他 193 1,056 △ 863 183

( 無 形 固 定 資 産 ) ( 217 ) ( 215 ) ( 1 ) ( 217 )

( 投 資 そ の 他 の 資 産 ) ( 18,261 ) ( 19,106 ) ( △ 845 ) ( 18,559 )

関 係 会 社 株 式 5,980 3,660 2,319 5,980

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 6,838 9,048 △ 2,210 6,838

繰 延 税 金 資 産 1,816 2,627 △ 810 2,289

そ の 他 4,386 4,692 △ 305 4,356

貸 倒 引 当 金 △ 761 △ 921 160 △ 906

資 産 合 計 60,807 100.0 66,639 100.0 △ 5,831 63,940 100.0

比　　　　較 前 事 業 年 度 末

平成15年3月31日現在
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平成15年9月30日現在 平成14年9月30日現在

増　　　　減

当中間会計期間末 前中間会計期間末



(単位　百万円)

期　 別

科 　目 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

（ 負 債 の 部 ） ％ ％ ％

[ 流 動 負 債 ] [ 26,641 ] 43.8 [ 37,039 ] 55.6 [ △ 10,398 ] [ 28,664 ] 44.8

支 払 手 形 6,534 8,532 △ 1,997 9,416

工 事 未 払 金 4,396 4,187 208 5,372

短 期 借 入 金 6,268 11,884 △ 5,616 6,556

１年以内償還予定の社債 － 300 △ 300 －

未 成 工 事 受 入 金 8,857 11,556 △ 2,698 6,245

引 当 金 198 125 73 254

そ の 他 385 453 △ 67 818

[ 固 定 負 債 ] [ 27,585 ] 45.4 [ 22,029 ] 33.0 [ 5,555 ] [ 27,741 ] 43.4

長 期 借 入 金 26,024 20,537 5,487 26,183

退 職 給 付 引 当 金 504 529 △ 25 488

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 96 93 3 100

そ の 他 959 869 89 968

負 債 合 計 54,226 89.2 59,069 88.6 △ 4,843 56,405 88.2

（ 資 本 の 部 ）

[ 資 本 金 ] [ 7,323 ] 12.0 [ 7,323 ] 11.0 [ － ] [ 7,323 ] 11.5

[ 資 本 剰 余 金 ] [ 620 ] 1.0 [ 620 ] 0.9 [ － ] [ 620 ] 1.0

資 本 準 備 金 620 620 － 620

[ 利 益 剰 余 金 ] [ △ 1,440 ] △ 2.4 [ △ 370 ] △ 0.5 [ △ 1,070 ] [ △ 373 ] △ 0.6

[ その他有価証券評価差額金 ] [ 88 ] 0.2 [ △ 1 ] △ 0.0 [ 89 ] [ △ 32 ] △ 0.1

[ 自 己 株 式 ] [ △ 9 ] △ 0.0 [ △ 0 ] △ 0.0 [ △ 8 ] [ △ 2 ] △ 0.0

資 本 合 計 6,581 10.8 7,570 11.4 △ 988 7,535 11.8

負 債 ・ 資 本 合 計 60,807 100.0 66,639 100.0 △ 5,831 63,940 100.0
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平成15年9月30日現在 平成14年9月30日現在 平成15年3月31日現在

増　　　　減

1,440 1,070

当中間会計期間末 前中間会計期間末 比　　　　較 前 事 業 年 度 末

370 373中 間 （ 当期 ） 未処理損失



（２）中間損益計算書 (単位　百万円)

期　　　　別　

　科　　　　目 比　率 比　率 比　率

％ ％ ％

18,988 100.0 23,576 100.0 △ 4,587 60,301 100.0

( 17,395 ) ( 20,402 ) ( △ 3,007 ) ( 55,085 )

( 1,259 ) ( 2,859 ) ( △ 1,600 ) ( 4,527 )

( 333 ) ( 314 ) ( 19 ) ( 688 )

17,580 92.6 22,105 93.8 △ 4,525 56,549 93.8

( 16,392 ) ( 19,875 ) ( △ 3,483 ) ( 52,858 )

( 898 ) ( 1,959 ) ( △ 1,060 ) ( 3,101 )

( 289 ) ( 270 ) ( 18 ) ( 589 )

1,408 7.4 1,471 6.2 △ 62 3,752 6.2

( 1,003 ) ( 526 ) ( 476 ) ( 2,227 )

( 360 ) ( 900 ) ( △ 539 ) ( 1,425 )

( 44 ) ( 44 ) ( 0 ) ( 98 )

1,487 7.8 1,541 6.5 △ 53 3,069 5.1

営業損失（△）又は営業利益 △ 79 △ 0.4 △ 70 △ 0.3 △ 8 683 1.1

96 0.5 239 1.0 △ 142 546 0.9

( 39 ) ( 63 ) ( △ 23 ) ( 107 )

( 56 ) ( 175 ) ( △ 119 ) ( 439 )

618 3.3 363 1.5 254 777 1.3

( 312 ) ( 260 ) ( 51 ) ( 580 )

( 246 ) ( 64 ) ( 181 ) ( 99 )

( 59 ) ( 38 ) ( 21 ) ( 97 )

経常損失（△）又は経常利益 △ 601 △ 3.2 △ 195 △ 0.8 △ 405 452 0.7

3 0.0 18 0.0 △ 14 12 0.0

67 0.3 53 0.2 13 316 0.5

( 39 ) ( － ) ( 39 ) ( 45 )

( － ) ( 23 ) ( △ 23 ) ( 42 )

( 27 ) ( 29 ) ( △ 1 ) ( 228 )

税 引 前 中 間 純 損 失 （ △ ）
又 は 税 引 前 当 期 純 利 益

法人税､住民税及び事業税 12 0.1 31 0.1 △ 18 54 0.1

法 人 税 等 調 整 額 389 2.0 331 1.4 58 689 1.1

前 期 繰 越 損 失 （ △ ）
又 は 前 期 繰 越 利 益

金　　　　額

前中間会計期間

自平成14年4月 １日

至平成14年9月30日 至平成15年3月31日
増　　　　減

比　　　　較

148

金　　　　額
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固 定 資 産 評 価 損

そ の 他

△ 664

1,067

投 資 有 価 証 券 評 価 損

0.2

△ 1.0

△ 434

当中間会計期間

自平成15年4月 １日

至平成15年9月30日

不 動 産 売 上 原 価

完 成 工 事 高

不 動 産 売 上 高

そ の 他 の 売 上 高

完 成 工 事 原 価

売 上 原 価

前 事 業 年 度

自平成14年4月 １日

金　　　　額

売 上 高

474 595△ 2.5593△ 5.6

△ 1.0△ 230△ 3.5

370 1,070 3731,440

完 成 工 事 総 利 益

不 動 産 売 上 総 利 益

売 上 総 利 益

そ の 他 の 売 上 原 価

特 別 損 失

そ の 他

支 払 利 息

為 替 差 損

特 別 利 益

そ の 他 の 売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

受 取 利 息

そ の 他

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

中 間 （ 当 期 ） 純 損 失

中 間 （ 当 期 ） 未 処 理 損 失

△ 373 222 △ 595 222



［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］

１．資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
満期保有目的の債券･･････････････････償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式･･････････移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの････････････････････中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定している）

時価のないもの････････････････････移動平均法による原価法
②たな卸資産
未成工事支出金･･････････････････････個別法による原価法
販売用不動産及び不動産事業支出金････個別法による低価法

２．固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産
。 、 （ ）定率法を採用している ただし 平成１０年４月１日以降に取得した建物 建物附属設備を除く

は定額法を採用している。
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。
②無形固定資産
定額法を採用している。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によ
っている。また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法を採用している。

３．引当金の計上基準

①貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。
②完成工事補償引当金
完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当中間会計期間末に至る１年間の完成工事高に対
する将来の見積補償額に基づいて計上する方法によっている。
③賞与引当金
従業員に対し支給する賞与に充てるため、実際支給見込額を基礎として当中間会計期間に対応す
る額を計上している。
④退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上している。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（１２年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理している。
⑤役員退職慰労引当金
役員の退職により支給する退職慰労金に充てるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上して
いる。
⑥投資損失引当金
関係会社への投資に対する損失に備えるため、関係会社株式の実質価額が著しく低下したものに
ついて、その実質価額の低下相当額を計上している。なお、貸借対照表上は、関係会社株式から当
該引当金を控除して表示している。

４．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
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５．ヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法
金利スワップ及び金利キャップについては、特例処理を採用している。
②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：金利スワップ、金利キャップ ヘッジ対象：借入金
③ヘッジ方針
借入金の金利変動リスクを回避するために金利スワップ及び金利キャップ取引を行っており、投
機目的の取引は行わない方針である。
④ヘッジの有効性評価の方法
金利スワップ及び金利キャップについては特例処理の要件に該当するため、ヘッジの有効性の判
定は省略している。

６．完成工事高の計上基準

完成工事高の計上は、工事完成基準によっているが、一定の基準に該当する長期大型工事につい
ては工事進行基準によっている。

７．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。

［注 記 事 項］

（中間貸借対照表関係） 当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末

１．有形固定資産の減価償却累計額 ４，３６０百万円 ４，０３４百万円 ４，２２０百万円

２．担保に供している資産 １７，３２６百万円 １５，７３９百万円 １７，１４２百万円

３．保証債務 ２，３８７百万円 ４，６１１百万円 ３，５４９百万円

４．受取手形割引高 ４，９５９百万円 ２，６３１百万円 １，９６１百万円
受取手形裏書譲渡高 －百万円 ３６百万円 －百万円

５．関係会社株式から直接控除した投資損失引当金

２，３６８百万円 ２，３６８百万円 ２，３６８百万円

（中間損益計算書関係） 当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

１．工事進行基準による完成工事高 －百万円 ５６２百万円 １，６７９百万円

２．減価償却費実施額
有 形 固 定 資 産 １７５百万円 １７３百万円 ３６０百万円
無 形 固 定 資 産 １百万円 １百万円 ３百万円
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（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

（単位 百万円）
当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度

取得価額 減価償却 中間期末 取得価額 減価償却 中間期末 取得価額 減価償却 期 末
累 計 額 残 高 累 計 額 残 高 累 計 額 残 高

相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

運 搬 具 ２１ １２ ９ ２６ １４ １２ ２１ １１ ９

工具器具
８７ ４２ ４５ １２７ ７６ ５０ ９４ ５８ ３６

備 品

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ ３０ ２ ２８ － － － － － －

合 計 １３９ ５６ ８２ １５３ ９０ ６２ １１６ ７０ ４５

２．未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末

１ 年 内 ３１百万円 ２９百万円 ２２百万円
１ 年 超 ５５百万円 ３８百万円 ２７百万円
計 ８７百万円 ６７百万円 ５０百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

支払リース料 １９百万円 ２４百万円 ４４百万円
減価償却費相当額 １６百万円 ２０百万円 ３６百万円
支払利息相当額 ３百万円 ３百万円 ６百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい
ては、利息法によっている。

（有価証券関係）

当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度において子会社株式及び関連会社株式で時価のある
ものはない。
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（重要な後発事象）

不動建設株式会社の建築事業譲受け

当社は、事業基盤の拡充を目的として、平成１５年１１月２１日開催の取締役会において、平成
１６年３月下旬を目処として不動建設株式会社の営業の内、建築事業に関する営業を譲り受けるこ
とを決議し、同日付で不動建設株式会社と基本合意書を締結した。
営業譲受けの内容については、２１ページの「４．中間連結財務諸表［注記事項 （重要な後発］
事象 」に記載のとおりである。）
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